


広報みつえ　2019（令和元年）10月号　370号

2

平成３０年度の一般会計および各特別会計の決算が、９月の定例議会で認定されました。
一般会計の歳入総額は２３億９，０２７万円、歳出総額は２０億４，２５１万６千円となりました。翌年度へ繰り越す

財源を差し引いた実質的な収支は３億１，６２１万３千円の黒字となりました。

御杖村の決算報告平成
30年度

一般会計

各会計の決算収支（総括） 　　単位：千円

歳入総額 歳出総額 差引額
一 般 会 計 2,390,270 2,042,516 347,754

特

別

会

計

簡 易 水 道 事 業 118,260 115,715 2,545
国 民 健 康 保 険（ 事 業 勘 定 ) 264,879 264,390 489
　　   〃 　　   （ 診 療 施 設 勘 定 ) 95,566 95,466 100
介 護 保 険 383,941 381,169 2,772
後 期 高 齢 者 医 療 45,867 45,867 0

全 会 計 決 算 総 額 3,298,783 2,945,123 353,660

依

存財源

自主財源

歳入
２3億9,027万円

歳出
２０億4,251万6千円

人件費
4億4,980万1千円

繰越金
3億1,455万7千円

地方交付税
12億2,925万8千円

国庫支出金
2億4,464万9千円

村債
2億3,210万円

県支出金 1億2,621万6千円

村税 1億364万5千円

普通建設事業費
4億5,421万6千円公債費

1億9,911万円

補助費
2億5,929万6千円

物件費
2億8,822万8千円

扶助費
1億1,427万4千円

災害復旧費
4,619万1千円

維持補修費
2,124万3千円

積立金
989万7千円

繰出金
2億26万円

諸収入 2,814万5千円

使用料及び手数料
2,171万8千円

寄附金 573万円

財産収入 
581万9千円

繰入金 28万円

分担金及び負担金
77万6千円

地方譲与税 3,527万8千円

地方消費税交付金 2,831万9千円

自動車取得税交付金 1,202万6千円
配当割交付金 78万4千円
株式等譲渡所得割交付金 61万9千円
利子割交付金 24万9千円
地方特例交付金 10万2千円

その他

その他

依存財源…国や県から交付されたり、借り入れるお金です。
自主財源…村が自主的に収入できるお金です。
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平成30年度の主な事業

定住促進住宅整備事業　　　　　１４５，１６７千円
村道三畝線改良事業　　　　　　　 ５８，１９１千円
桃俣多目的研修センター・体育館耐震改修事業　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　５２，２１７千円
地域資源活用事業　　　　　　　　４８，９５７千円
施業放置林整備事業　　　　　　　２４，５５６千円
地籍調査事業　　　　　　　　　　２４，３１２千円
消防ポンプ自動車更新　　　　　　１９，６７８千円
村道白髪線改良事業　　　 　　　　１８，８９２千円
村道舗装補修事業　　　　	 　　１６，９０５千円
橋梁定期点検事業　　　　　　　　１５，９２０千円
村道災害防除事業　　　	 　　１４，８００千円
中山間地域等直接支払交付金事業　１３，９３８千円

定住促進住宅整備事業

目的別から見た
お金の使い方

※（　）内は村民1人あたりの金額。
　（平成３1年３月３１日現在の総人口1,617人で算出）

総務、課税徴収、住民窓口、
選挙、統計などの事務のため
に使ったお金

総務費

3億3,098万9千円
（204,693円）

高齢者、障害者、児童などの
福祉全般の事務、事業に
使ったお金

民生費

3億8,663万9千円
（239,109円）

道路、住宅関係などに使った
お金

土木費

3億5,143万5千円
（217,338円）

村債（借金）の返済のために
支払ったお金

公債費

2億229万9千円
（125,108円）

学校運営の費用や社会教育
など教育全般の事務、事業に
使ったお金

教育費

2億976万7千円
（129,726円）

衛生費
奈良県広域消防への負担金や
消防団運営などに使ったお金
1億2,774万7千円
（79,002円）

消防費

農・林道整備、農・林業振興
などに使ったお金
9,521万3千円
（58,882円）

農林水産業費

保健衛生、ごみ処理など健康
で衛生的な暮らしのために
使ったお金
1億2,388万1千円
（76,612円）

商工振興、観光振興のために
使ったお金

商工費

1億3,145万8千円
（81,297円）

議会運営のために
使ったお金

議会費

3,689万8千円
（22,819円）

災害復旧に関係する費用

災害復旧費

4,619万円
（28,565円）

庁内ネットワーク機器更新事業　　１２，４７４千円
プレミアム商品券発行事業　　　　１０，０００千円
空家等対策計画策定事業　　　　　　７，５５３千円
小中一貫教育の推進事業　　　　　　６，９４０千円
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御杖村の 財政健全化判断比率等を公表します
地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、平成 30 年度の健全化判断比率 ・
資金不足比率を公表します。

財政の
健全度を判断する
４つの指標

１．実質赤字比率
一般会計等の実質赤字額が標準財政規模に占める割合。
「年間収支の赤字」が「１年間の収入」に対してどの
くらいの割合であるかを示すものです。

２．連結実質赤字比率
一般会計やすべての特別会計の実質赤字額が標準財政規模に占める割合。

３．実質公債費比率
一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合を表した指標です。
「１年間の借金返済額」が「１年間の収入」に対してどのくらいの割合であるかを示すものです。

４．将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合を表した指標です。
「村の借金等負債額から貯金を差し引いた額」が「１年間の収入」に対してどのくらいの割合であるかを
示すものです。

※「実質的な借金残高」を「基金
や将来の収入見込等、借金返
済等に充てられる財源」が上
回っています。

　平成 25 年度に約 26 億 1 千万円の借金残高がありましたが、平成 30 年度は村債の借入額が増加したことに伴い、平成 30 年度末の
借金残高は約 19 億 3 千万円となりました。村債の借り入れについては、後年において地方交付税によってその償還に対する財源措置の
ある有利な地方債の活用を行い、財政負担の軽減に努めています。一方、貯金残高については、将来の財政負担に備えて、様 な々基
金への積立を行っておりますが、平成 30 年度末の基金残高は約 28 億 9 千万円になっております。

公営企業ごとの資金不足額が事業規模に占
める割合を示した指標です。

■平成 30年度財政健全化判断比率

■平成 30年度資金不足比率	 	 	 	資金不足比率

指　　　標 御杖村 早期健全化基準（黄信号） 財政再生基準（赤信号）
１．実質赤字比率 ―　（黒字） 15.0% 20.0%
２．連結実質赤字比率 ―　（黒字） 20.0% 30.0%
３．実質公債費比率 4.4% 25.0% 35.0%
４．将来負担比率 ―　※ 350.0%

公営企業会計 資金不足比率 経営健全化基準
簡易水道事業特別会計 ―　（黒字） 20.0%

■借金（村債）現在高の推移 ■貯金（基金）現在高の推移
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御杖村職員の給与や職員数などの概要
　地方公務員の給与は、国家公務員や他の地方公共団体とのバランスを考慮し村議会の議決を経て
決められています。
　人事行政の公正性と透明性を高めるため、職員数や給与などの状況について公表します。

◎平成30年度の歳出額に対する人件費の割合です。人件費には、特別職などの給料・報酬などを含みます。
◎「普通会計」とは、村の全会計から公営企業などの特別会計（簡易水道、国保健康保険など）を除いたものです。

◎経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。

人件費の状況（平成30年度普通会計決算）

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在）

職員給与費の状況（平成30年度普通会計決算）	

職員の平均給料月額及び平均年齢の状況
（平成31年4月1日現在）

職員初任給の状況（平成31年4月1日現在）	
	

1

5

2

3 4

区分
住民基本台帳人口
平成31年3月31日現在

歳出額
A

実質収支
人件費
B

人件費率
（B/A）

（参考）
平成29年度の人件費率

平成30年度 1,617人 2,042,516千円 316,213千円 449,801千円 22.0％ 21.5％

区分
経験年数

7年以上10年未満
経験年数

10年以上15年未満
経験年数

15年以上20年未満

一般行政職
大学卒 226,600円 264,200円 319,000円

高校卒 190,700円 - 290,200円

区分
職員数
Ａ

給　　与　　費 １人当たり
給与費（Ｂ/Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

平成30年度 47人 169,167千円 25,285千円 67,453千円 261,905千円 5,572千円

区分
一般行政職

平均給料月額 平均年齢

御杖村 299,500 円 41.5 歳

区分
御杖村 国

決定初任給 初任給

一般行政職
高校卒 148,600 円 148,600 円

大学卒 180,700 円 180,700 円
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区分 御杖村 国

期末・勤勉手当

（平成 30年度支給割合）
	                 期末手当	   勤勉手当
       6 月期           1.225 月分            0.90 月分
     12 月期           1.375 月分	   0.95 月分
             計              2.60 月分	   1.85 月分
制度上の段階、職務の級による加算措置　有

（平成 30年度支給割合）
	                 期末手当	   勤勉手当
       6 月期           1.225 月分            0.90 月分
     12 月期           1.375 月分	   0.95 月分
             計              2.60 月分	   1.85 月分
制度上の段階、職務の級による加算措置　有

区分 御杖村 国

退職手当
（平成31年4月1日現在）

                       自己都合              勧奨・定年                        自己都合              勧奨・定年 

勤続 20年         19.6695 月分	   26.3655 月分
勤続 25年         28.0395 月分	 33.27075 月分
勤続 35年         39.7575 月分	    47.709 月分
最高限度額          47.709 月分	    47.709 月分

勤続 20年         19.6695 月分	   26.3655 月分
勤続 25年         28.0395 月分	 33.27075 月分
勤続 35年         39.7575 月分	    47.709 月分
最高限度額          47.709 月分	    47.709 月分

                                               定年前早期退職
その他の加算措置　       なし        特例措置    　　
                                               2％～ 45％加算

                                               定年前早期退職
その他の加算措置　       なし        特例措置    　　
                                               2％～ 45％加算

退職時特別昇給　           なし 	 なし 退職時特別昇給　           なし	  なし

区分 御杖村 国

扶養手当
（平成31年4月1日現在）

配偶者	                                               6,500 円
子                                                     10,000 円
父母等	                                               6,500 円  
※満 15歳に達する日後の最初の 4月 1日から満 22
　歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にあ
　る子 1人につき、5,000 円を加算

配偶者	                                               6,500 円
子                                                     10,000 円
父母等	                                               6,500 円  
※満 15歳に達する日後の最初の 4月 1日から満 22
　歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にあ
　る子 1人につき、5,000 円を加算

住居手当 借家、借間　最高支給額	                     27,000 円
持家　	                                                   なし

借家、借間　最高支給額	                     27,000 円
持家　	                                                   なし

通勤手当

交通機関利用最高支給額                       55,000 円
自動車等の使用者
　・2km未満　無支給
　・2km以上　片道の距離により 2,000 円～ 31,600 円を支給

交通機関利用最高支給額                       55,000 円
自動車等の使用者
　・2km未満　無支給
　・2km以上　片道の距離により 2,000 円～ 31,600 円を支給

職員手当の状況

特別職の報酬等の状況
（平成31年4月1日現在）

職員数の状況

②年齢別職員構成の状況（平成31年4月1日現在）

①所属別職員数の状況（平成31年4月1日現在）	

6

7 8

所属 職員数（人） 対前年
増減数

対前々年
増減数平成29年 平成30年 平成31年

総務課 11 10 11 1
うち運転手 4 4 4

住民生活課 8 8 7 ▲ 1 ▲ 1
保健福祉課 7 7 7
産業建設課 7 7 7
むらづくり振興課 6 6 5 ▲ 1 ▲ 1
診療所 4 4 4
保育所 4 4 4
議会事務局 1 1 1
教育委員会事務局 4 4 4
出納室 2 2 3 1 1
＜派遣・出向＞ 2 3 2 ▲ 1
奈良県 (相互派遣） 1 1 1
桜井宇陀広域連合 1 1 ▲ 1 ▲ 1
東宇陀環境衛生組合 1 1 1

合計 56 56 55 ▲ 1 ▲ 1

区分 職員数

20歳未満 0人
20歳～ 23歳 5人
24歳～ 27歳 4人
28歳～ 31歳 6人
32歳～ 35歳 1人
36歳～ 39歳 6人

区分 職員数

40歳～ 43歳 8人
44歳～ 47歳 9人
48歳～ 51歳 3人
52歳～ 55歳 5人
56歳～ 59歳 8人
60歳以上 0人
合計 55人

◎職員とは一般職に属する職員であり、臨時職員、非常勤職員などを除い
たものです。◎職員数には、病気休暇若しくは介護休暇を取得又は育児休
業している職員を含みます。
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令和
元年度 インフルエンザ・高齢者肺炎球菌の

予防接種の助成について
小児インフルエンザ 高齢者インフルエンザ 高齢者肺炎球菌

接種期間 令和元年10月1日～令和元年12月31日
平成31年4月1日～　　

　　　　令和2年3月31日

対象者
接種日に御杖村に住民票がある
6ヶ月～中学３年生のお子さん

１）接種日に御杖村に住民票が
　 ある満65歳以上の方
２）60～64歳の方で心臓、腎臓、
　 呼吸器の機能障害のある方
　 （身体障害１級程度）

１）令和元年度に65歳、70歳、
　 75歳、80歳、85歳、90歳、　
　 95歳、100歳となる方
２）60～64歳の方で心臓、腎臓、
　 呼吸器の機能障害のある方
　 （身体障害１級程度）

自己負担金 助成額の欄を参照 1,500円 2,000円

助成額
１回の接種につき、1,000円

（6ヶ月～13歳未満の方2回）
（上記以外の方１回）

自己負担金1,500円を除いた額
（年度内に１回）

自己負担金2,000円を除いた額 

助 成 方 法
（医療機関に
よって違う）

①御杖村国保診療所で受ける方
　上記助成額1,000 円を引いた費
用を医療機関でお支払いください。

②上記①以外で受ける方
　医療機関で全額お支払いくださ
い。後日、保健福祉課で助成申請書
に記入し、請求してください。
　→下記の「＊償還払い申請につ
　　いて」を参照してください。

①御杖村・曽爾村・宇陀市の医療
機関で受ける方
　医療機関で自己負担金1,500
円をお支払いください。

②上記①以外の奈良県内で受け
る方
　受診する前に保健福祉課 で「予防
接種依頼書」と「問診票」を受け取り、
1,500 円を支払ってください。
　　
③ 県外で受ける方
　医療機関で全額お支払いくださ
い。後日、保健福祉課で助成申請書
に記入し、請求してください。
　→下記の「＊償還払い申請につ
　　いて」を参照してください。

①御杖村・曽爾村・宇陀市の医療
機関で受ける方
　医療機関で自己負担金2,000
円をお支払いください。

②上記①以外の奈良県内で受け
る方
　受診する前に保健福祉課 で「予防
接種依頼書」と「問診票」を受け取り、
2,000 円を支払ってください。
　　
③ 県外で受ける方
　医療機関で全額お支払いくださ
い。後日、保健福祉課で助成申請書
に記入し、請求してください。
　→下記の「＊償還払い申請につ
　　いて」を参照してください。

申し込み方法      希望する医療機関に直接、予約してください。

＊償還払い
　申請につ

いて

 １）領収書（インフルエンザ・高齢者肺炎球菌の予防接種をしたことが分かるもの）
 ２）接種者名・接種日・接種医療機関が確認できるもの（接種済み証明書、問診票のコピー等）
 ３）振込先の口座番号の控え
 ４）印鑑
 ＊インフルエンザの申請書の提出は令和２年２月28日までです。
　 （高齢者肺炎球菌は令和２年３月31日まで）

注意

法律に基づく定期の予防接種
ではありません。任意接種の
ため、保護者が主治医と相談
の上、接種してください。

③県外で受ける場合は
　任意接種になります。
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